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国家公務員法等の一部を改正する法律案に関し、参考人質疑を行う-11/28
　11月28日、13時45分からの衆議院内閣委員会で、国家公務員法等の一部を改正する法律案について、参考人からの意見陳述に対し、各党が質疑を行った。民主党からは、会派を代表して津村啓介衆議院議員が質問した。

　はじめに、４人の参考人が以下の通り、それぞれ意見陳述を行った。

＜朝比奈 一郎（青山社中株式会社筆頭代表ＣＥＯ／中央大学客員教授）＞

(1) 公務員制度改革は無数の課題があるが、中心となる哲学は何か。「縦割り行政の打破」で、各部局間の調整コストをどうなくすかが重要。聞こえのいいことだけ、一度にあれもこれもやるとなるとよくわからなくなる。

(2) 公務員制度改革はこれまで何度も閣議決定や法律が作られてきたが、年限が定められても実行できない。2007～08年の国家公務員制度改革基本法以外、挫折の歴史であり、今回こそ何か成果を。

(3) 今回の与党の法案が通ったとしても、改革はこれだけではない。今後、霞ヶ関の全体像を意識して議論していかなければならない。適格性審査対象の人数や特例降任などについて、運用が大事だ。

＜島田 陽一（早稲田大学法学学術院教授）＞

(1) 基本法12条に「国民に開かれた自律的労使関係制度を措置するものとする」と明記されているのは意義深い。

(2) 今回の与党の法案において、代償措置である人事院の権限の一部を内閣人事局に移管するにもかかわらず、自律的労使関係制度の実現が置き去りにされているのはバランスに欠ける。ＩＬＯ勧告に反する内容である。

(3) 仮に法案が成立した場合は、自律的労使関係制度を早期に実現し、バランスの取れた公務員制度改革になるようお願いしたい。

＜下井 康史（千葉大学大学院法務研究科教授）＞

(1) 幹部任用は、成績主義を実現する手段として弱められている。

(2) 「適格性審査や幹部公務員候補者名簿に関する政令を定めるに当たっては、あらかじめ人事院の意見を聴くこととする」とあるが、何を定めるのかよくわからない。法律で具体的に定めないといけない。

(3) 労働基本権制約を維持するので、代償措置である人事院の意見の尊重など関与を認めるべき。

＜宮垣 忠 （国公労連委員長）＞

(1) 基本法12条に「自律的労使関係制度を措置するものとする」と明記されているにもかかわらず、何ら触れられていない。

(2) 代償機能は重要であるが、人事院から内閣人事局に級別定数など一部が移管されるため、自律的労使関係を同時に措置すべき。ＩＬＯの結社の自由委員会は、労働基本権を回復するよう意見し、８度にわたって勧告している。

(3) 内閣人事局が総人件費の基本方針を決めるとされている。定員削減による行政サービスにおける悪影響を懸念している。

続いて、自民、民主、維新、公明、みんな、共産、生活の各党から参考人に対する質疑が行われた。そのうち、民主党の津村啓介衆議院議員は以下の通り、質問した。

(1) 内閣人事局が重要なポイントだが、今回の法案は人事院の関与が広がっており、2009年の甘利法案から後退していないか。少しずつ前進して改革を進めるべきか。

(2) 内閣人事局長は、内閣官房副長官の事務、政務どちらの副長官をあてるべきか。

(3) 自律的労使関係の確立は後退している。現在の公務の労使関係をどう評価するか。

(4) 代償措置論をどう思うか。

　これに対し、参考人は以下のように答えた。

(1) これからの運用が大事で、どう縦割りを排除するかだ。内閣人事局のスタッフ体制、総理との実際的な関係などが重要。後退しているかどうかは、今の時点ではわからない。（朝比奈参考人）

(2) 制度として、事務、政務どちらでも就ける制度にすべき。政治任用そのものをどう考えるか。大切なことは総理やその幹部の意志によって決めるべき。フレキシブルにして、決め打ちしない方がいい。（朝比奈参考人）

(3) 残念ながら、法的な仕組みで完成されているといえない。中央人事行政機関として人事院があるので、各省が使用者としての責任を負えない。労使として向き合って真摯に議論することが生まれてこないのを危惧する。（島田参考人）

(4) 昭和48年の最高裁判決が根底にあるが、ＩＬＯは調停にあたっては、「迅速かつ完全な実施」「プロセスに当事者である職員団体が参加する」要件が必要で、現在の人事院の制度は代償措置として不十分である。（島田参考人）
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